
平成２６年１０月 

　　　新富町長　　土　屋　良　文

役場庁舎耐震補強工事及び来庁者に優しい庁舎改修工事（防災拠点機能整備、エレベーター設置、1階フロ
アの拡張、バリアフリー化、ＬＥＤ照明導入）を行いました。

　 新富町の財政事情をここに公表します。
 　この財政事情は町民の皆様に町の財政がどのように運営されているか、またどのような状況にあ
るか広く知っていただくため、年に２回公表しているものです。
　 今回は、平成２５年度の決算及び平成２６年度上半期における歳入・歳出予算を中心に、町民負担
の状況や町有財産の状況等について、お知らせいたします。
　 これからも、健全で効率的な財政運営に努めてまいりますので、町民の皆様のご理解とご協力をよ
ろしくお願いいたします。

       しんとみ 
 

  財政事情  
 



（各特別会計は４ページをご参照ください。）

予算額 / 88億6,809万3千円 予算額 / 88億6,809万3千円

収入済額 / 34億9,477万円 支出済額 / 30億416万2千円

※

◎一時借入金の２６年９月末現在の借入金現在高は０円 ※

（２６年度の一時借入金の借り入れは９月末現在ありません。）

平成２６年１０月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除した
数値。

国民健康
保険税

98,412円

町税は平成２６年１０月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除した
数値。国民健康保険税は平成２６年９月３０日の被保険者数で除した
数値。

被保険者
一人当たり

一般会計 59億1,226万1千円 771,433円 322,616円 町　　税 173,651円 72,622円

35億2,982万2千円 22億6,811万9千円 30億7,015万2千円

区　　分 町債現在高
町民一世帯
当たり残高

町民一人
当たり残高

区　　分
町民一世帯

当たり
町民一人

当たり

義務的経費 39.8%　 投資的経費 25.6% その他行政経費 34.6%

収納率　39.4% 執行率　33.9%

平成26年予算の状況（平成26年9月末現在） 

一般会計 

歳 入 歳 出 

地方交付税 

国庫支出金 

町税 

町債 

繰入金 

県支出金 

各種交付金等 

国有提供施設交付金 

その他 

民生費 

総務費 

土木費 

教育費 

衛生費 

公債費 

農林水産… 

消防費 

その他 

22億218万5千円 

19億7,367万1千円 

13億3,086万3千円 

7億9,396万9千円 

7億4,122万3千円 

7億992万8千円 

3億914万1千円 

1億7,000万円 

6億3,711万3千円 

27億2,049万8千円 

14億3,731万円 

11億9,956万円 

11億8,372万4千円 

6億7,400万9千円 

5億9,279万5千円 

5億310万5千円 

3億5,826万円 

1億9,883万2千円 

財源の構成 

自主財源 27億919万9千円 30.5% 依存財源 61億5,889万4千円 69.5％ 

町 税 

15.0％ 

繰入金 

8.4％ 

分担金負担金 

1.9％ 

諸収入 

1.5％ 使用料手数料

1.4％ 

その他 

2.4％ 

地方交付税 

24.8％ 
国庫支出金 

22.3％ 

町債 

8.9％ 

県支 

出金 

8.0％ 

国有提供施設交付金 

1.9％ 
交付金等 

3.5％ 

町税の構成 

町 税 

13億3,086万3千円 

固定資産税 

5億7,716万2千円 

43.4％ 

軽自動車税 

5,050万円 

3.8% 

町たばこ税 

9,500万円 

7.1% 

性質別にみた歳出予算 

扶助費 人件費 公債費 
普通建

設事業

災害復

旧事業
物件費 

補助費

等 
その他 

町債等（借入金）26年9月末現在高及び負担の状況 町民の負担の状況（２６年９月末） 

16億9,084万9千円 

12億4,617万8千円 

5億9,279万5千円 

22億6,400万7千円 

411万2千円 

12億7,662万2千円 

10億3,960万2千円 

7億5,392万8千円 

農林水産業費 

町民税 

6億820万1千円 

45.7% 



（各特別会計は４ページをご参照ください。）

区　　　分

総務費

民生費

農林水産業費

土木費

教育費

衛生費

公債費

消防費

商工費

議会費

その他

計

最近５年間の決算の状況

歳入決算額

歳出決算額

　平成２５年度一般会計の決算額は、歳入が107億1,217万8千円、歳出が104億520万8千円で、歳入歳出差
し引き額3億697万円から翌年度へ繰り越すべき財源6,946万6千円を差し引いた実質収支は、2億3,750万4
千円となりました。なお、この数値は国の決算統計に基づき、集計・分析した金額により表記しています。

平成2５年決算の状況 

一般会計 

国庫支出金 

地方交付税 

町税 

県支出金 

町債 

繰入金 

交付金等 

国有提供施

設交付金 

その他 扶助費 

人件費 

公債費 

普通建設事

業費 災害復旧費 

物件費 

補助費等 

積立金 

繰出金 その他 

15億748万円 

14.5％ 

11億4,668万3千円 

11.0％ 

6億165万1千円 

5.8％ 

162万6千円 

0.0％ 

10億5,509万1千円 

10.1％ 

9億2,915万8千円 

8.9％ 

4億4,458万3千円 

4.3％ 

5億9,263万7千円 

5.7％ 

9,514万2千円 

0.9％ 

40億3,115万7千円 

38.8％ 

28億9,766万4千円 

27.0％ 

24億4,392万2千円 

22.8％ 

14億705万1千円 

13.1％ 

12億7,294万円 

11.9％ 

7億3,513万1千円 

6.9％ 

7億2,525万9千円 

6.8％ 

7億6,041万円 

7.1％ 

2億8,856万9千円 

2.7％ 

1億8,123万2千円 

1.7％ 

目的別歳出の内訳 

総務費 

民生費 

農林水産… 

土木費 

教育費 

衛生費 

公債費 

消防費 

商工費 

議会費 

その他 

27億1,493万9千円（26.1％） 

25億5,709万7千円（24.6％） 
14億492万4千円（13.5％） 

11億9,918万6千円（11.5％） 

7億7,564万1千円（7.4％） 

6億668万9千円（5.8％） 

6億165万1千円（5.8％） 

2億8,881万2千円（2.8％） 

9,296万4千円（0.9％） 

9,161万8千円（0.9％） 

7,168万7千円（0.7％） 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 

歳入決算額 8,578,092 9,684,151 8,237,251 7,917,978 10,712,178

歳出決算額 8,227,373 9,310,907 7,898,806 7,602,865 10,405,208

最近5年間の決算の状況 

120億 

100億 

80億 

60億 

40億 

20億 

（単位：千円） 

歳 入 総 額 歳 出 総 額 

107億1,217万8千円 

歳 出 総 額 

104億520万8千円 

農林水産業費 

総  務  費   役場内の建物管理、選挙などの経費 

民  生  費   福祉(社会、老人、児童)事業や国民年金などの経費 

農林水産業費   農林水産業の振興に使われる経費 

土  木  費   道路や公園、町営住宅の建設管理などの経費 

教  育  費   学校や体育館、文化財など教育にかかる経費 

衛  生  費   医療や環境、し尿処理などの経費 

公  債  費   町債（借入金）の返済金 

消  防  費   消防団活動、広域消防負担金などの経費 

商  工  費   商工業や観光産業の育成にかかる経費 

議  会  費   議員の報酬や議会運営にかかる経費 



その他

※平成２６年４月１日の住民基本台帳の世帯数、人口で除
した数値。

出資による権利 2,820万4千円
基金 380,693円 158,733円

有価証券 310万4千円

土地 2,059,555㎡
町債 807,395円 336,650円

建物 103,610㎡

区分 町民一世帯当たり 町民一人当たり
区分 数量及び金額

計 28億9,783万7千円

新 富 町 定 住 促 進 基 金 3,000万円

※町税は平成２６年４月１日の住民基本台帳
の世帯数、人口で除した数値。国民健康保険
税は平成２６年３月３１日の被保険者数で除し
た数値。

コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 運 営 基 金 1,000万円

そ の 他 （ 11 基 金 ） 2億3,869万円

読 書 環 境 整 備 基 金 1億1,001万8千円

国民健康
保険税

106,623円
減 債 基 金 7,690万9千円

土 地 開 発 基 金 1億9,369万6千円

町税 184,846円 77,073円
農 業 振 興 基 金 1億3,788万3千円

区分
町民一世
帯当たり

町民一人
当たり

被保険者
一人当たり

地 域 福 祉 基 金 2億1,552万7千円

公 共 施 設 等 整 備 基 金 4億9,861万6千円

す こ や か 安 心 基 金 2億5,301万7千円

一時借入金の２６年３月末現在の借入金現在高は０
円です。 区　　分 金　　額

（２５年度は一時借入金の借り入れはありませんでした。） 財 政 調 整 基 金 11億3,348万1千円

※土地区画整理事業を含めた普通会計で計上
(H21まで)

平成11年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

最近5年間の町（借入金）の状況） 

町債（借入金）及び基金（積立金）の年度末現在高の状況 

70億 

60億 

50億 

40億 

30億 

20億 

10億 

 

 

平成11年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

最近5年間の基金（積立金）の状況 

35億 

30億 

25億 

20億 

15億 

10億 

5億 

 

★平成10年度

以降過去最高

額が平成11年

度 

★平成10年度以

降過去最低額が

平成11年度 

一時借入金年度末現在高の状況 

町民の負担状況（26年3月末） 

基金年度末現在高 

町有財産の状況 
町債・基金の一人当たりの残高等 

67億9,145万円 61億8,665万円 63億2,026万円 61億4,915万円 61億4,589万1千円 59億2,756万円 

13億3,801万円 

23億7,280万円 

28億9,919万円 

31億964万円 28億9,784万円 31億7,091万円 

臨時財政 

対策債 

臨時財政 

対策債 

臨時財政 

対策債 

臨時財政 

対策債 

臨時財政 

対策債 

※臨時財政対策債は、地方交付税の代替であり地方自治

体が借り入れを行うが、発行した臨時財政対策債の元利償

還金は、将来地方交付税で交付されることとなっている。 



（平成２６年９月末現在）

収納率
執行率

水道事業

薬品費
委託料
その他
計

※収益的収支とは、１年間の事業活動に伴って発生する収入と支出を損益計算の形で表すもので、いわば企業の経営成
績を示すものです。資本的収支とは、１年間に支出した施設の整備拡充等の経費とその財源となる収入を収支の形で表す
ものです。

1億5,886万3千円 47.9%

平成２５年度の総有収水量は1,596千㎥（１日平均4,373㎥）でありました。給水戸数は5,689戸で給水人口は14,719人
に水を給水しています。収益的収支では、収入２億４，６９１万２千円に対し、支出２億１，０６１万１千円で差引３，６３
０万１千円の純利益がありました。また、資本的収支では、収入２，７３５万３千円に対し、支出１億７２５万３千円で差
引７，９９０万円不足した為、過年度損益勘定留保資金等で補てんしました。

47.7%

5億9,382万9千円 40.8%

後期高齢者医療事業 3億1,308万8千円 3億1,238万2千円 70万6千円 後期高齢者医療事業 3億3,142万4千円
1億5,814万8千円

50.2%

10億6,851万8千円 42.0%

介 護 保 険 事 業 13億9,139万8千円 13億852万3千円 8,287万5千円 介 護 保 険 事 業 14億5,444万9千円
7億2,946万9千円

43.8%
支出済額

国民健康保険事業 26億3,076万2千円 24億6,957万4千円 1億6,118万8千円 国民健康保険事業 25億4,165万7千円
11億1,365万4千円

会　計　名 歳入決算額 歳出決算額 実質収支額 会　計　名 予　算　額
収入済額

各特別会計の平成26年度予算・平成25年度決算の状況 

特別会計 平成25年度決算 平成26年度予算 

企業会計 平成25年度決算 

収益的収支 

給水収益 

その他 

541万7千円 

2.2% 

2億4,149万5千円 

    97.8% 

人件費 

支払利息 

減価償却費 

資産減耗費 

動力費 

修繕費 

舗装復旧費 

薬品費 
委託料 その他 

国庫補助金 

工事負担金 

企業債 

量水器費 

送配水設備 

拡張改良費 

企業債償還 

1,319万6千円 

6.3% 

8,352万9千円 

39.6% 
423万9千円 

2.0% 

2,235万2千円 

10.6% 

1,159万3千円 

5.5% 

118万3千円 

0.6% 

239万7千円 

1.1% 

3,636万7千円 

17.3% 

1,154万5千円 

5.5% 

2,421万円 

11.5% 

470万7千円 

17.2% 

264万6千円 

9.7% 

2,000万円 

73.1% 

8,356万2千円 

77.9% 

2,163万2千円 

20.2% 

205万9千円 

1.9% 

収 入 
 

2億4,691万2千円 

 
 

支 出 
 

2億1,061万1千円 

 
 

収 入 
 
2,735万3千円 

 
 

支出 
 

1億725万3千円 

 
 

資本的収支 



貸借対照表 （平成26年3月31日現在） （単位：千円）

（平成２６年９月末現在）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7 収益的収入　……水道料・給水負担金等

8 収益的支出　……人件費・施設運営費・借入金利息等

9 資本的収入　……企業債等

10 水道管布設・企業債償還等

※

：
：
：

：

：

説明
　本町では、水道事業において資金不足が発生していないため、「－」で表示しています。

※標準財政規模とは、その地方公共団体が標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模。

説明
　各比率ともに数値が高くなると財政状況の悪化を示します。本町では、普通会計・特別会計ともに黒字決算であ
るため、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は「－」で表示しています。全ての比率で早期健全化基準内という
決算状況でした。また、実質公債費比率については、前年度比率より改善したが、将来負担比率については若干
悪化しました。

資金不足比率
資金不足比率 公営企業会計（本町では水道事業会計）において、

資金不足があった場合、その不足額が該当事業の
規模に占める割合。

新富町比率 －

連結実質赤字比率 全会計を合わせた総収支が赤字である場合、その赤字額が標準財政規模に占める割合。
実 質 公 債 費 比 率 全会計及び一部事務組合等の実質的な公債費に費やした一般財源の額が標準財政規

模に占める割合。
将 来 負 担 比 率 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する割合。

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

実 質 赤 字 比 率 普通会計の収支が赤字である場合、その赤字額が標準財政規模に占める割合。

32.7

(9.9) (15.6)

【10.8】 【27.8】

早期健全化基準 15.00 20.00 25.0 350.0

実質赤字比率
連結実質
赤字比率

実質公債費比率 将来負担比率
新富町比率欄の、上段の
数値は平成25年度決算、
中段（　）内の数値は前年
度（H24）決算、下段【　】
内の数値は前々年度
（H23）決算に基づく比率と
なります。

新富町比率 － －

9.2

資本的支出　……

合計 3,633,998 合計 3,633,998 ※資本的収支の不足額は、当年度分損益勘定留保資
金等で補てんします。

未収金 9,823

貯蔵品 2,442

12.0%

建設仮勘定 15,739 未処分利益剰余金 64,413

現金預金 580,525

6,883万7千円 0千円 0.0%

工具及び備品 2,504 建設改良積立金 240,240 支　出 2億5,980万1千円 3,106万8千円

車両及び運搬具 45 減債積立金 142,505
資本的

収　入

7,999万7千円 26.3%

機械及び装置 1,054,385 資本剰余金 1,612,803 支　出 2億9,328万1千円 6,288万円 21.4%

構築物 1,721,129 資本金 1,553,125
収益的

収　入 3億377万3千円

収納率

建物 187,844 未払金 1,912 支出済額 執行率

水道事業

借　　　　　方 貸　　　　方

土地 59,562 修繕引当金 19,000
区　　　分 予算額

収入済額

平成26年度予算 

平成25年度決算に基づく財政健全化判断比率 

財政健全化判断比率 



舗装改良　延長＝220ｍ

富田浜公園利用者のために新たに整備された多目
的トイレ

西側駐車場及び取り付け道路の整備により利便性・
安全性の向上した文化会館

新富町消防団第10部に新たに配備された消防ポン
プ自動車 拡幅され安全性、利便性が向上した町道岡馬1号線

富田浜公園トイレ建設事業（地域の元気臨時交付金） 文化会館周辺整備事業（調整交付金事業）

総事業費　　1,192万円 総事業費　　8,605万円

農作業の効率化、利便性向上のためアスファルト舗
装された農作業道（柳瀬地区）

新たにリニュアルした、上新田児童公園の遊具

消防自動車整備事業（民生安定事業） 岡馬１号線道路改良事業（調整交付金事業）

総事業費　　1,690万円 総事業費　　4,994万円

町内全域へ光ファイバー網を整備し高速インターネット
可能な環境整備、防災無線に代わるＩＰ告知端末を整備

屋根及び外壁・ベランダ等改修を行った町営住宅改
修事業（写真は宮ケ平団地Ｂ棟）

農業基盤整備促進事業（農作業道舗装工事） 上新田児童遊園遊具新設事業（調整交付金事業）

総延長 10,960ｍ　　　　　　　総事業費　１億740万円 総事業費　　2,693万円

有線ラジオ放送施設整備事業（民生安定事業） 町営住宅改修事業（社会資本整備総合交付金）

町内へ5,460台設置　総事業費　15億2,027万円 総事業費（３棟分）　　6,618万円

平成25年度の主な普通建設事業 



おりお知らせします。

・定員管理の実績

平成２６年４月１日現在　　総職員数１５６人

　　職員数の推移（各年４月１日現在） （単位：人）

Ⅰ　職員の任免及び職員数に関する状況

　１　職員の採用試験の状況　（統一試験　平成２５年９月２２日実施分）

　　　平成２６年１月１９日実施分

　２　職員の離職の状況（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

そ の 他 0 0 0

定 年 退 職 8 0 8

勧 奨 退 職 1 0 1

社会福祉士又は精神保
健福祉士(初級） 9 9 2 4.50

区分 男 女 計

区分 申込者数
第１次試験

受験者数（Ａ）
最終合格者数

（Ｂ）
競争率
Ａ／Ｂ

土木（初級） 10 8 0 0

社会福祉士又は精神保
健福祉士(初級） 6 6 4 0 0

土木（初級） 2 2 0 0 0

一般事務(初級) 60 45 10 5 9.00

区分 申込者数
第１次試験

受験者数（Ａ）
第１次試験
合格者数

最終合格者数
（Ｂ）

競争率
Ａ／Ｂ

職員数 154 153 154 158 156

人事行政運営等の状況について

　町職員の給与については、国家公務員の給与等を参考にしながら、さらに町議会の

審議を経て条例や規則によって定められています。町民の皆様により一層のご理解を

いただくために、給与や定員を含めた新富町における人事行政の運営の状況を次のと

区分 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年
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　３　定員管理の状況
　　ア　部門別職員数の状況（各年４月１日現在）

　　イ　平成26年度職員の増減状況

Ⅱ　職員の給与の状況

　１　人件費の状況（平成25年度一般,国保,介護,後期医療、水道会計決算） ※人口は平成26年3月31日現在

千円 千円

注）１．この表は、歳出額に占める人件費の割合を示したものです。

 ２．人件費には特別職（町長など三役及び町議会議員など）に支給される給料・報酬などを含みます。

　２　職員の給与の状況（平成26年度一般,国保,介護,後期医療、水道会計当初予算）

人 千円 千円 千円 千円 千円

注）職員給与費は人件費から共済費、退職手当、特別職の給料・報酬を除いたものです。

158 582,371 212,472 83,065 877,908 5,556

（Ａ） 給料 期末・勤勉手当 職員手当 計（Ｂ） Ｂ／Ａ

職員数 給　　　与　　　費 一人当たりの給与費

平成25年度 18,256人 14,710,897 1,307,406 8.9%

区 分 住民基本台帳人口 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率（Ｂ／Ａ）

そ の 他 0 0

計 2 4 △ 2

水 道 0 0

下 水 道 0 0

土 木 0 2 △ 2 業務量の減少、退職者不補充

教 育 0 1 △ 1 退職者不補充（学校用務員）

農 林 水 産 0 1 △ 1 業務量の減少

商 工 0 0

衛 生 1 0 1 栄養士の増員

労 働 0 0

税 務 0 0

民 生 0 0

議 会 0 0

総 務 1 0 1 業務量の増加

△ 2

部門 増員数 減員数 差引 主 な 増 減 理 由

計 154 158 156 2 4

介 護 保 険 5 6 6 △ 1 1

国 保 老 健 4 4 4

△ 1

水 道 6 5 5 △ 1

教 育 21 21 20 1

土 木 13 13 11 1 △ 2

商 工 2 2 2

1

農 林 水 産 15 15 14 △ 1

衛 生 9 10 11 1

民 生 24 24 24 1

労 働 0 0 0

1

税 務 13 13 13 1

総 務 39 42 43 △ 1 3

平成26年

議 会 3 3 3

部門 平成24年 平成25年 平成26年 平成24年 平成25年

区分 職　　員　　数 対前年増減数
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　３　職員の平均給料・給与月額及び平均年齢の状況（平成26年4月１日現在）

円 円 歳

円 円 歳

　４　職員の初任給の状況（平成26年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

　５　職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成26年4月1日現在）

　６　一般行政職の級別職員数の状況（平成26年4月1日現在）

 

人 人 人 人 人 人 人

注）１．職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　２．標準的な職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

　　３．一般行政職とは税務職、保育士、技術員、保健師、栄養士、水道職員、社会教育主事を除きます。

　７　職員手当の状況

　(1)期末・勤勉・退職各手当（平成26年4月1日現在）

　　　　　0.675月分

　勤続

　　　　　21.62月分

その他の加算措置 　定年前早期退職特例措置　2～20％ 本町と同じ

本町と同じ

20年 　　　　27.025月分

30年 　　　　　38.18月分 　　　　44.85月分

35年 　　　　　43.7月分 　　　　52.44月分

最高限度

12月期 　　　　　1.375月分

計 　　　　　2.60月分 　　　　　1.35月分

退
職
手
当

（自己都合） （定年・勧奨）

　　　　　52.44月分 　　　　52.44月分

区 分 新　　　富　　　町 国

期
末
・
勤
勉
手
当

（ 期 末 手 当 ） （ 勤 勉 手 当 ）

本町と同じ
６月期 　　　　　1.225月分 　　　　　0.675月分

111

構成比 7.2% 19.8% 29.7% 19.8% 9.9% 13.5% 100.0%

保育所長

職員数 8 22 33 22 11 15

主任主事 主　　幹

技　　師 主任技師 主任技師 係長・主査

６級 計

標準的
な職務
内容

主　　事 主事・技師 係長・主査 課長補佐 課長補佐 課　　長

主任主事

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

円 310,600 円

高校卒 200,000 円 236,100 円 275,300 円

148,500

区分 経 験 年 数 10 年 経 験 年 数 15 年 経 験 年 数 20 年

一般行政職
大学卒 236,100 円 275,300

一般行政職
大学卒 172,200 184,200 172,200 184,200

高校卒 140,100 148,500 140,100

区 分

新　富　町 国

初任給
採用２年経過日

初任給
採用２年経過日

給 料 額 給 料 額

一般行政職 302,000 357,800 40.1

技 能 労 務 職 328,700 354,500 44.3

区分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平均年齢
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　(2)特殊勤務手当（平成25年度一般,国保,介護,後期医療、水道会計決算）

％

円

    町税事務に従事する職員の特殊勤務手当

　(3)時間外勤務手当（一般,国保,介護,後期医療、水道会計決算）

円

円

　(4)扶養手当・住居手当・通勤手当（平成２６年４月１日現在）

　配偶者　13,000円　扶養親族たる子、父母一人につき　6,500円

　配偶者なしの１人　11,000円

　16歳から22歳までの１人につき　5,000円

　

　借家・借間で月額23,000円以下を支払っている職員（最高）　11,000円

　23,000円以上の場合（最高）　27,000円

　交通用具利用

２　～　５㎞未満 30　～　35㎞未満

５　～　10㎞未満 35　～　40㎞未満

10　～　15㎞未満 40　～　45㎞未満

15　～　20㎞未満 45　～　50㎞未満

20　～　25㎞未満 50　～　55㎞未満

25　～　30㎞未満 55　～　60㎞未満

60以上

　８　特別職の報酬等

円

円

円

円

円

円

Ⅲ　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　１　勤務時間の状況

　　　当町の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分まで、勤務時間は７時間45分である。

始業時刻 休憩時間 終業時刻

8:30 12:00～13:00 17:15

 12月期　  　　1.55月分

委 員 長 216,000 H19.10.1 　 　計　　　  2.95月分

議 員 211,000 H19.10.1

H19.7.1 (平成25年の支給率）

報 酬

議長 303,000 H19.10.1   6月期　      1.40月分

副 議 長 227,000 H19.10.1

区 分 給料月額 改定年月日 期 末 手 当

給　　料
町長 717,000 H19.7.1

副町長 576,000

11,300円 22,700円

13,700円 23,600円

24,500円

通
　
勤
　
手
　
当

同

2,000円 16,100円

4,100円 18,500円

6,500円 20,900円

8,900円 21,800円

区分 内　　　　　容 国の制度との同異

扶
養
手
当

同

住
居
手
当

同

職 員 １ 人 当 た り 支 給 年 額 261,734
25年度

支 給 総 額 35,595,872

手 当 の 種 類 （ 手 当 数 ） ４種類

主な支給対象業務 支給単価

日額　　250円

時 間 外
勤務手当

年度 区分 金額

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 57,071

職 員 全 体 に 占 め る 手 当 支 給 職 員 の 割 合 8.86

区　　　　　分 全職種
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　２　年次有給休暇
　　(1)制度の概要

　　(2)取得状況（平成25年1月1日から平成25年12月31日まで）

日

日

人

日

％

　３　育児休業の状況(平成25年4月1日から平成26年3月31日まで)

Ⅳ　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成25年度）

　(1)分限処分者数

　(2)懲戒等処分者数

Ⅴ　職員の営利企業等従事許可等に関する服務の状況（平成25年度）

報酬を得て事業若しくは事務に従事する場合 13

（単位：件）

営利企業等の従事の内容 許可件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団体の役
員、顧問、評議員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員
の地位を兼ねる場合

0

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 0

　全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 0 0 0 0 0

　職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 0 0 0 0 0

　法令に違反した場合 0 0 0 0 0

（単位：人）

区　　　　　分 戒告 減給 停職 免職 計

　条例で定めた事由による場合 0 0 0 0 0

　刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0

　職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生
じた場合

0 0 0 0 0

　職に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0

　心身の故障の場合 0 0 2 0 2

　勤務実績が良くない場合 0 0 0 0 0

（単位：人）

区　　　　　分 降任 免職 休職 降給 計

育 児 休 業 の 承 認 件 数 0 3

うち育児休業期間延長の承認件数 0 2

平均取得日数（Ｂ／Ｃ） 9.5

消 化 率 （ Ｂ ／ Ａ ） 25.1

（単位：件数）

区 分 男性 女性

　職員には、暦年（１月１日から１２月３１日まで）ごとに２０日（年の中途で採用された者には月割の
日数）の年次有給休暇が与えられており（日単位で与えることが原則であるが、必要に応じて、時間単位
で与えることもできる。）、翌年に限り２０日を限度としてこれを繰り越すことができる。

総 付 与 日 数 （ Ａ ） 4,471

総 取 得 日 数 （ Ｂ ） 1,124

対 象 職 員 数 （ Ｃ ） 118
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Ⅵ　職員の研修の状況（平成25年度）

　(1)市町村職員研修センター研修

　(2)町独自研修

　(3)派遣・交流

Ⅶ　職員の健康診断の状況（平成25年度） （単位：人）

Ⅷ　職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益の保護の状況

　(1)勤務条件に関する措置の要求の状況
該当なし

　(2)不利益処分に関する不服申立ての状況
該当なし

　一般健診 170
　眼科健診 36
　婦人健診 9

　人間ドック（日帰り） 50
　人間ドック（一泊二日） 21
　脳ドック 4

派 遣 ・ 交 流 内 容 派遣者数

宮 崎 県 と の 人 事 交 流 1

区 分 受診者数

介 護 認 定 調 査 員 能 力 向 上 研 修 1
介護予防・日常生活支援創業事業先進地視察研修 2
メ ン タ ル ヘ ル ス 研 修 134

津 波 対 策 先 進 地 視 察 研 修 2
ごみ減量化・し尿処理施設運転管理研修 2
六次産業化と新富町農産物の販路拡大先進地視察研修 3

（単位：人）

研 修 内 容 受講者数

行政事務県外研修（町村会研修支援事業） 12
廃 棄 物 行 政 担 当 者 研 修 2

財 政 財 務 事 務 研 修 1
人 材 育 成 研 修 1
Ｏ Ａ 研 修 8

管 理 者 研 修 1
政 策 実 現 の た め の 法 務 入 門 1
人 事 労 務 管 理 研 修 1

民 法 セ ミ ナ ー 1
住 民 対 応 セ ミ ナ ー 6
海 外 派 遣 研 修 1

公 会 計 の た め の 簿 記 入 門 3
職 場 カ ウ ン セ リ ン グ セ ミ ナ ー 2
行 政 と 争 訟 セ ミ ナ ー 2

新 任 課 長 研 修 3
地 方 自 治 セ ミ ナ ー 7
公 営 企 業 会 計 セ ミ ナ ー 2

税 務 関 係 職 員 初 任 者 研 修 5
税 務 関 係 職 員 徴 収 事 務 研 修 3
一 般 職 員 研 修 10

新 任 係 長 研 修 6
法 制 執 務 セ ミ ナ ー 4
新 任 課 長 補 佐 研 修 2

（単位：人）

研 修 内 容 受講者数

新 規 採 用 職 員 研 修 5
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Ⅸ　職員の勤務時間及び健康管理の啓発を行う取組

　(1)時間外勤務の管理

　　・時間外勤務を週単位、月単位で職員ごと、所属部署ごとに分類。人事担当部署にて全職
　　　員の状況を把握している。
　　・週15時間以上時間外勤務をした職員に対し、人事担当による事情聴取を行い、注意、指
　　　導を行っている。
　　・月45時間以上時間外勤務をした職員に対し、業務内容等の事情聴取を行い、その内容を
　　　所属課長に報告、注意喚起を行っている。

　(2)休暇取得

　　　休暇取得状況を課長会で定期的に報告。夏季休暇等を計画的に取得できるよう休暇取得
　　計画表を作成する等、職員の休暇取得を推進し、心身の健康の回復や増進に繋げている。

　(3)メンタルヘルスカウンセリングの実施

　　　産業カウンセラーによるメンタルヘルスカウンセリングを毎月第４週に実施。
　　相談内容は職場での悩みごとに限らず、家庭のことなど些細なことでも気軽に相談できる
　　ようになっている。また、役場庁舎外に相談室を設置し、職員の秘密が守られるよう配慮
　　を行う等相談しやすい環境を充実させている。

　(4)メンタルヘルスに関する広報

　　　相談先等の情報を課長会で周知。また、オンラインネットワークにより開催日等の情報
　　を全職員へ周知している。カウンセリングについては、職員自身で直接相談の予約ができ
　　るため秘密が守られ、相談しやすい環境となっている。

　(5)職員の健康管理

　　・全職員を対象とした年1回の定期健康診断(特定健診含む)の実施、人間ドック(日帰り、
　　　一泊二日、脳）、婦人検診、眼科検診等受診の奨励、特定保健指導を行っている。

　　・平成２５年度から全職員を対象として「心の健康診断」を実施。
　　　個人毎に診断結果「ストレスプロフィール」を作成し、自分の心の健康状態を確認させ
　　　るとともに、ストレス状態が高いと診断された職員については、所属課長に状況を報告
　　　し、注意喚起を行っている。

　　・安全衛生委員会
　　　　安全衛生委員会は会長(副町長)、副会長(総務財政課長)、衛生管理者及び委員10名で
　　　組織され、２４年度から毎年開催している。職員の健康障害の防止、安全又は衛生のた
　　　めの教育の実施等健康管理に関することや、業務災害の調査及び再発防止、その他労働
　　　安全に関する事項等を審議するために設置し、職員の安全及び衛生管理に努めている。
　　　　主なものとして人間ドック受診の奨励、定期健康診断の実施、産業医による異常の認
　　　められる職員に対しての治療・再検査などの指導や、保健師による生活改善指導等を行
　　　っている。

 （6）職員の就業状況の調査

　　　平成25年5月からタイムカードを導入し、職員の出勤・退勤時間の管理を推進。
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